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背景 

• 既治療非小細胞肺癌に対する2次治療として現在有効性
が示されているものはdocetaxel, pemetrexed, erlotinib な
どの単剤療法である。 

• Yohらは非小細胞肺癌の既治療例に対する後治療として
carboplatin+paclitaxelを行った Phase Ⅱ study（n= 30）に
ついて、奏効率36.7%, PFS中央値5.3ヶ月,OS 9.9ヶ月と報
告し、PS良好な既治療例に対して有害事象も少なく、有効
な治療方法であるとしている。 （T Yoh, et al. Lung Cancer 2007;58: 73-
79.） 

• 当科でもPS良好例に対してcarboplatinベースのプラチナダ
ブレットによる化学療法を行ってきた。 

• 2011年1月から2014年9月まで当科でプラチナ製剤併用治
療後に後治療としてcarboplatin+paclitaxel療法がおこなわ
れた40例について後方視的に検討した。 

  患者数  （ % ） 
性別     
  男性 37 ( 92.5 % ) 
  女性 3 ( 7.5 % ) 
年齢（歳） 65 ( 38-78 ) 
組織型 
  腺癌 16 ( 40.0 % )  
  扁平上皮癌 19 ( 47.5 % ) 
  その他 5 ( 12.5 % ) 
病期 
  ⅡB 1 ( 2.5 % ) 
  ⅢA 3 ( 7.5 % ) 
  ⅢB 6 ( 15.0 % ) 
  Ⅳ 20 ( 50.0 % ) 
  術後再発 10 ( 25.0 % ) 
driver mutation 
  EGFR遺伝子変異 2/16 
  ALK融合遺伝子 1/9   
CBDCA+PTX 投与line 
  2nd line 32 ( 80.0 % ) 
  3rd line 4 ( 10.0 % ) 
  4th line 1 ( 2.5 % ) 
  6th line 3 ( 7.5 % ) 
performance status(PS) 
  0 8 ( 20.0 % ) 
  1 25 ( 62.5 % ) 
  2 3 ( 7.5 % ) 
  3 4 ( 10.0 % ) 

  患者数 ( % ) 
治療効果 

complete response (CR) 0 ( 0 % ) 
partial response (PR) 11 ( 27.5 % ) 

stable disease (SD) 14 ( 35.0 % ) 
progressive disease (PD) 15 ( 37.5 % ) 

奏効率 ( 27.5 % ) 
病勢コントロール率 ( 62.5 % ) 

方法 

結果 

患者背景 

治療効果 

Progression free survival 

Overall survival 

有害事象 

全グレード Grade3≦ 

好中球減少症 18 （ 45.0 % ） 15 ( 37.5 % ) 

発熱性好中球減少症 3 ( 7.5 % ) 3 ( 7.5 % ) 

ヘモグロビン低下 10 ( 25.0 % ) 3 ( 7.5 % ) 

血小板減少 2 ( 5.0 % ) 0 ( 0 % ) 

末梢神経障害 18 ( 45.0 % ) 3 ( 7.5 % ) 
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考察 

結語 
• 既治療非小細胞肺癌においてcarboplatin＋paclitaxelの併用

が可能な症例では、同治療は選択肢となる可能性が示唆され
た。 

• 本検討でのPFSはYohらの報告と比較して、奏効率では劣るも
のの、PFSは同等、OSは良好であった。 

• 本検討では重篤な有害事象は認めず、安全に施行できると
考える。 

• 本検討は後方視的な解析であり、既治療例に対する
carboplatin + paclitaxelの併用療法が生存期間の延長に関与
するかは前向き試験を行う必要があると考える。 
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